
　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

2

26

寒川町「勤労者実態調査」の実施
・対象従業員１０名以上の事業所２５０
社
・調査回収件数１０７社
・調査基準日　７月１日
・調査期間　　７月１日～８月１５日

調査回収率を目標値に達成するため
に事業所へ調査協力を強化する。
なお、調査項目の中には男女雇用機会
均等法についてがあり、その回答結果
では、「取り組んでいる」として事業所が
５９．２％で、前回調査より１１．７ポイン
ト下降となっている。また取り組み内容
について最も多かったのが「採用・募
集」で５４．４％、以下「昇進・昇格」と
「定年・解雇」が４７．６％となっている。
他の調査内容の結果も含め、今後も、
女性登用の推進を企業へ働きかけて
いく。

A

目標をほぼ達成した。 産業振興課

町内事業所に勤務
する労働者の実態
を明らかにし、労
働行政の基礎資料
とすることを目的
に３年毎に実施し
ます。その結果を
事業所に知らせる
ことにより、男女
平等雇用の意識を
喚起します。

調査票の回
収率（％） 43

勤労者実態調査の実施
（再掲） 50 55

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

<基本目標Ⅲ　仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）推進のための環境づくり>

施策の基本的方向　１．就業環境における男女共同参画の促進
　施策の内容（１）男女平等な雇用の促進　

資料４

いく。

資料４
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

3 2

1 2

1
１１／１１労働講座を開催５０名参加
事業の広報・周知徹底を図る。 A

労働講座の開催
1 1 1 1

1
湘南就職面接会時１０／２６実施
事業の広報・周知徹底を図る。 A

目標をほぼ達成した。 産業振興課

ハローワーク藤沢
管内の３市１町で
実施する湘南就職
面接会時におい
て、労働者向けに
労働に関する相談
会を実施します。
※雇用情勢により
実施しない場合も
あります。

実施回数
（回）

28

労働相談の実施
1 1 1 1

A

目標をほぼ達成した。 産業振興課

広報紙やホーム
ページ等で労働相
談窓口などの情報
提供を行うととも
に、相談内容に応
じて関係機関を紹
介するなど、労働
相談に関する情報
提供を行います。

広報紙、
ホームペー
ジ等での情
報提供回数
（回）

評　　価　　の　　理　　由 担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

評価

27

労働相談に関する情報提供
3 3 3 3

　施策の内容（２）雇用環境改善のための支援の充実

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

3
広報紙の掲載により情報提供を行っ
た。
引き続き情報提供を行っていく。

1 2

1 事業の広報・周知徹底を図る。 A

目標をほぼ達成した。 産業振興課

労政問題懇話会及
び県との共催によ
り、労働環境に関
する講座を実施し
ます。

開催回数
（回）

29

労働講座の開催
1 1 1 1
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

0 2

2

寒川町「勤労者実態調査」の実施
・対象従業員１０名以上の事業所２５０
社
・調査回収件数１０７社
・調査基準日　７月１日
・調査期間　　７月１日～８月１５日

調査回収率を目標値に達成するため
に事業所へ調査協力を強化する。
なお、調査項目の中には男女雇用機会
均等法についてがあり、その回答結果
では、「取り組んでいる」として事業所が
５９．２％で、前回調査より１１．７ポイン
ト下降となっている。また取り組み内容
について最も多かったのが「採用・募
集」で５４．４％、以下「昇進・昇格」と
「定年・解雇」が４７．６％となっている。

A

目標をほぼ達成した。 産業振興課

町内事業所に勤務
する労働者の実態
を明らかにし、労
働行政の基礎資料
とすることを目的
に３年毎に実施し
ます。その結果を
事業所に知らせる
ことにより、制度
の周知や普及の促
進を図ります。

調査票の回
収率（％） 43

31

勤労者実態調査の実施
（再掲） 50 55

C

平成23年度は、女性職員の取得
率は１００％であるものの、男性
職員の取得実績がなかったた
め。 総務課

町職員が育児休業
を取得しやすい環
境を整備し、子育
ての支援を図りま
す。

男性職員の
育児休業取
得率（％）

担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

評価

評　　価　　の　　理　　由

30

育児休業取得の促進
3 5 7 10 13

　施策の内容（３）育児・介護休業などの制度の周知及び普及の促進

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

第2期次世代育成支援特定事業主行
動計画の策定により、職員が育児休業
を取得しやすい環境を整備した。男性
職員の育児休業取得を促進するため、
制度を周知し、職場環境づくりに配慮
するとともに、取得に伴う本人の心理的
負担を軽減していく。

「定年・解雇」が４７．６％となっている。
他の調査内容の結果も含め、今後も、
女性登用の推進を企業へ働きかけて
いく。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

576 2

100 2

100 2

A

計画どおり目標を達成した。 子育て支援課
子育て全般につい
ての相談指導と育
児情報の提供を行
います。

相談への対
応率（％）

子育て支援課
保護者の就労形態
の多様化に対応し
た、町立保育園で
の延長保育を実施
します。

延長保育希
望者の利用
率（％）

月曜日～土曜日の１８：００～１９：００の
時間帯において希望者に対して、延長
保育を実施した。
希望者の利用率100％
保護者の様々な就労形態に対する支
援ができた。今後も、保護者の就労に
対し支援できるよう努める。

A

計画どおり目標を達成した。33

延長保育の充実
100 100

630 630
日曜日・国民の祝日及び12月29日～1
月3日までの休園日以外で保育を実施
した。
利用者数576人
自宅で保育を受けることができない児
童を受け入れることにより、保護者の就
労や女性の社会進出を支援する。
今後も同様の支援に努める。

34

子育て支援相談事業
100 100 100 100 100

100 100 100

専門相談員による子育て支援相談を実
施した。
毎週月、水、金９：００～１６：００
相談件数　　316件
子育て家庭からの多様な相談に対応
するため、関係機関との連携に引き続
き努める。

計画どおり目標を達成した。 子育て支援課

評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

32

町立保育園通常保育事業
540 540 540

保護者の就労等に
より家庭等で保育
することが困難な
児童の保育を、町
立保育園で実施し
ます。

利用者数
（人）

施策の基本的方向　２．仕事と家庭・地域活動との両立の支援
　施策の内容（１）子育て環境の充実　

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

A

100 2

148 2

200

保護者等が放課後昼間家庭にいない
児童に対し、適切な遊びや生活の場を
提供する。
入所児童数148名
自宅で保育を受けることができない児
童を受け入れることにより、保護者の就
労や女性の社会進出を支援する。
今後も同様の支援に努める。

A

目標値より入所児童数は、減少
したものの、待機児童もなく（4月
当初有り）希望者全員を受け入
れることができた。

子育て支援課

保護者が労働等に
より放課後昼間家
庭にいない児童
に、放課後の適切
な遊びや生活の場
を与え、児童の健
全な育成を推進し
ます。

入所児童数
（人）

35

児童クラブ運営事業
190 195 200 200

います。 き努める。

4/8



　

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

856 2

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

A

ほとんどの参加者が１００％の評
価であるが、一部の参加者は
「仲間ができなかった」「やってみ
なければわからない」などの理由
から１００％をつけない人がい

初妊婦とそのパー
トナーを対象に、
妊娠・出産・育児

担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

評価
評　　価　　の　　理　　由

父親・母親教室の開催(再掲)
100 100 100 100 100

　施策の内容（３）男性の家事・育児・介護などへの参加の促進

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

開催回数20回（４コース×５日）参加者
実数妊婦88人（延べ３４０人）夫６３人
（延べ７９人）
今後は働く妊婦が参加しやすい体制づ
くりが必要。

A

計画どおり目標を達成した。 子育て支援課

ひとり親家庭等の
人が病院等を受診
したときに支払う
医療費のうち、保
険診療分の自己負
担額を助成します
（所得制限有
り）。

助成対象者
数（人）

評　　価　　の　　理　　由 担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

評価

36

ひとり親家庭等医療費助成事業
800 800 800 800

　施策の内容（２）ひとり親家庭への支援

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

800

助成者数856人
助成額28，357，795円
ひとり親家庭等に対して医療費の一部
を助成し、保護者の負担軽減をするこ
とにより生活の安定を図った。

95 1

954 1

900

妊婦７人産婦２８５人新生児３２人乳児
２５９人幼児１６７人その他２０３人
訪問は産後２か月以内の時期にしたい
が、超えることがある。
また、乳児家庭全戸訪問事業（こんに
ちは赤ちゃん事業）が平成２３年１０月
から開始され、生後４ヶ月までの新生
児乳児への訪問を重点的に行ってい
る。今後も、子どもと養育者の心と体の
健康づくりを推進していく。

A

目標を達成した。 健康課

乳幼児を育ててい
る家庭を訪問し、
育児状況の確認や
子どもと養育者の
心身の健康づくり
への助言等と併せ
て、男性の育児参
加への意識啓発を
行います。

母子訪問合
計件数
（件）

38

母子訪問指導事業（再掲）
900 900 900 900

から１００％をつけない人がい
る。

健康課

妊娠・出産・育児
や家庭づくり等に
ついての講座の開
催を通じて、男女
が協力して家事や
育児を行うことに
ついて意識啓発を
図ります。

参加者の満
足度（％）

37

くりが必要。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度
目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

70 1 坂蒔恵利子

27 2

20
(30)

家族介護教室
開催日（回数）                             ：
前期 H23.7.10、7.24、8.7（3回）
:後期 H23.10.30、11.13､11.27（3回）各
日曜日
参加人数                                    ：
前期6人（男1、女5）、
:後期7人（男1、女6）（募集は各10人）
認知症高齢者介護教室
開催日（回数）：H24.1.29、2.5、2.12（3
回）各日曜日
参加人数：14人（男6、女8）
（募集は10人）

B

課題に記載の内容からB評価と
した。教室の内容は、自宅で介
護を行う際に知っておくべき知識
や実践的な技術の習得を目的と
しており、参加者の評判はいい。
23年度から開催回数を増やし、
時期をずらして前期後期に分
け、どちらかでも参加できるよう
見直したばかりなので、男性参
加者増も課題ではあるが、まず
全体の参加者増に向け内容に検

高齢介護課

介護技術・対応方
法を習得するため
の講習会の開催を
通じて、男女がと
もに介護を担うこ
との意識啓発を図
ります。

講座参加者
合計数
（人）

40

家族介護教室・認知症高齢者介
護教室の開催 20

(30)
20

(30)
20

(30)
20

(30)

85

開催回数１２回７か月児相談３２８人
２歳児歯科相談２１６人
事業の周知を徹底すると共に、今後
も、乳幼児の成長発達を確認し、保護
者の育児不安の解消を図れるよう努め
る。

A

目標を達成した。

健康課

来所による相談事
業の開催を通じ
て、乳幼児を育て
る家庭の、子ども
と養育者の心とか
らだの健康づくり
を支援し、男性の
育児参加への意識
啓発を行います。

来所率
（％）

39

母子健康相談事業（７か月児相
談２歳児歯科相談）　　（再
掲） 65 70 75 80

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

（募集は10人）

家族介護教室の参加人数が募集枠に
達しないことや、男性の参加が少ない
ことが課題。

全体の参加者増に向け内容に検
討を加えて取り組みたい。

ります。
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

1

寒川町「勤労者実態調査」の実施
・対象従業員１０名以上の事業所２５０
社町内事業所に勤務

勤労者実態調査の実施（再掲）
50 55

41

20

○２市１町（藤沢市・茅ヶ崎市・寒川町）
広域連携事業
「ワーク・ライフ・バランスの実現に向け
て～忙しいパパとママのための子育て
ハッピーアドバイス～」
平成２３年１０月１５日（土）午後２時～
参加者　１７５名（うち寒川　６名）
○平成２３年度男女共同参画推進市町
村連携事業 「今、あなたに求められる
防災対策」
平成２４年１月２１日（土）
午後１時３０～３時３０分
寒川総合体育館　多目的室
参加者　６７名（男性２８人、女性３９人）
○その他広域連携事業
５件情報提供
今後も、女性が参加しやすい環境作り
（託児を設けるなど）に配慮し、事業を
計画していく必要がある。

A

男女共同参画に関する意識啓発
を図れた。

町民課

生活に密着した視
点から男女共同参
画に関する講座を
開催し、男性も家
事や育児などに参
加しやすくなるよ
う、きっかけ作り
や意識啓発を図り
ます。

講座の参加
人数(人) 73

男女共同参画に関する講座の開
催 20 20 20 20

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題
評価

評　　価　　の　　理　　由 担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

2

6,982 2

 

7,200

家庭教育学級11/20,23,27, 12/4 計36
人　　メンズクッキング１２／４, １２人
など６，９８２人参加
家庭教育学級は男性の参加が少な
かったが、今後も育児や介護を知る機
会を提供する。

B

ほぼ達成した 公民館
公民館講座を通じ
て、男性の家事・
育児・介護への参
加に対する意識付
けを促進します。

講座の参加
者数（人）

43

公民館講座の開催（再掲）
7,000 7,050 7,100 7,150

社
・調査回収件数１０７社
・調査基準日　７月１日
・調査期間　　７月１日～８月１５日

調査回収率を目標値に達成するため
に事業所へ調査協力を強化する。
なお、調査項目の中には男女雇用機会
均等法についてがあり、その回答結果
では、「取り組んでいる」として事業所が
５９．２％で、前回調査より１１．７ポイン
ト下降となっている。また取り組み内容
について最も多かったのが「採用・募
集」で５４．４％、以下「昇進・昇格」と
「定年・解雇」が４７．６％となっている。
他の調査内容の結果も含め、今後も、
女性登用の推進を企業へ働きかけて
いく。

A

目標をほぼ達成した。 産業振興課

町内事業所に勤務
する労働者の実態
を明らかにし、労
働行政の基礎資料
とすることを目的
に３年毎に実施し
ます。その結果を
事業所に知らせる
ことにより、従業
員が制度を取得し
やすくなるよう、
制度の周知や普及
の促進を図りま
す。

調査票の回
収率（％） 43

42

50 55
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２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度

目標値 目標値 目標値 目標値 目標値

実績 実績 実績 実績 実績
今後の
方向性

893 1

6 1

推進協議会記入欄

【基本目標Ⅲ　男女の人権の尊重】

6

・生涯学習団体情報は平成22年度まで
窓口閲覧用としていたが、23年度は一
般配布が出来るようにした。男女ともに
学習情報を提供し、学習活動を支援し
ていく。

A

平成23年度事業計画に沿い、そ
の目標を達成した。

生涯学習課

さむかわ町民大
学、出前講座、生
涯学習人材登録等
の学習情報を提供
し、地域活動への
参加を支援しま
す。

広報紙、
ホームペー
ジ、パンフ
レットでの
啓発回数
（回）

45

生涯学習に関する情報提供（再
掲） 6 6 6 6

A

活動件数は、年々減少傾向にあ
るが、援助希望者にはすべて対
応できている。

子育て支援課

育児の援助を受け
たい人と行う人が
会員となって一時
預かり等の事業を
行うことにより、
育児世代の地域活
動への参加を支援
します。

活動件数
（件）

担当課
事　　業　　内　　容 指　　標

評価
評　　価　　の　　理　　由

44

ファミリーサポートセンター事
業 1,900 2,100 2,300 2,400 2,500

　施策の内容（４）地域活動への参加の促進

事
業
番
号

事　　　　業　　　　名

現　　状　　と　　課　　題

活動件数　８９３件
地域の人たちがお互いに助け合ってい
くことを目指し、活動件数は、減少して
いるが、子どもの一時預かりなどの育
児援助を受ける、或いは提供すること
で子育て家庭への支援や地域活動へ
の参加支援を行う。
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